
教育行政（教育事務）職員向け 

 

教育行政（教育事務）職 人事・人材育成基本方針 

 

Ⅰ 本県事務職員の現状と課題 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅱ 本県教育委員会の求める事務職員 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）教育課題の複雑化・多様化  （２）大量退職・大量採用時代の到来 

（３）定型化した業務              （４）人事異動の硬直化 

（１）学校の組織運営改革（チーム学校）への積極的対応 

（２）計画的人材育成による事務職員の資質・能力の向上 

（３）学校経営参画につながる職務の拡大 

（４）人事異動・交流（ジョブローテーション）の活性化に資する人事制度の構築 

１教職員としての基本的資質 

・教育的愛情と人権感覚 

・使命感と向上心 

・組織の一員としての自覚 

２教職員としての専門性 

・児童生徒理解と豊かな心の教育 

・学習の実践的指導力 

・保護者、地域住民との連携 

『くまもとの教職員像』 

～「認め、ほめ、励まし、伸ばす」くまもとの教職員 

課 題 

現 状 



教育行政（教育事務）職員向け 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・再任用制度の活用 

・ベテラン職員を対象とした研修の実施 

 

◆県立学校・市町村立学校職員 

○事務主査・事務主任（※地域に根ざした事務職員） 

●採用枠の拡大を目指す 

●障がい者就労枠の確保 

②育成 

 期間 

③評価 

 

●人材育成の推進体制の整備 

・学校運営への参画拡大に向けた業務内容の見直し 

●人材育成を重視したジョブローテーションの実施（※採用～概ね１０年間） 

・市町村立学校、県立学校、事務局など多様な職域（職種）を経験させること

を基本 

・ジョブローテーションを通じた幅広い視野・知識習得（教育行政職としての

基盤づくり） 

●実効性のある研修の実施 

・経験年数や地域の実情に応じた専門性を高めるための研修の実施 

・ジョブローテーションと連動した研修の実施 

・ＯＪＴやＯＦＴの推進 

※OJT=on the job trainingの略で職場内訓練のこと。反対にOFTは職場外訓練のことを指す。 

●人事評価制度の活用・充実 

・地方公務員法改正による新人事評価制度の有効活用 ・評価制度の見直し  

 

●再任用職員のキャリア活用 

 ④配置・処遇 

●能力・意欲に応じた活躍の分野 

⑤退職 

11年目 

～ 20年目 

①採用 

概

ね 

10 

年 

間  

◆行政管理職 
〇本庁課長・審議員 

◆教員管理職 
〇校長・副校長・教頭 

◆市町村立学校事務長 
〇学校事務センター（主任）事務長 

◆県立学校事務長 
〇県立学校審議員・（主任）事務長 

行
政
等
と
の
交
流
（
事
務
局
、
国
、
市
町
村
な
ど
） 

Ⅲ 具体的な取組み 


